
                                  

会員サイト公開用 役員活動報告書 

名 前 伊藤 智典 
 

担当業務 
 

・本協会役員,士会長 OB・OGネットワーク検討部会の担当として、本会の元役員、

士会長、士会事務局長、士会理事を地域、年齢、ジェンダーなどバランスに配慮し

て構成された部会員の先生方と協議を行いました。現在は理事会へ提出する報告書

作成に向けて、意見集約を始めています。 

・JANNET(障害分野 NGO連絡会)では、監査役(監事)として運営にかかわり、国際開

発分野の障害関連の情報収集ならびに、障害当事者団体や人道支援系の NPOなどと

の関係醸成をしています。 

・日本障害者リハビリテーション協会では、国際委員として会議に参画し、国際的

な障害者を取り巻く動向について意見交換をしています。 

・World Physiotherapyでは、AWP region(世界理学療法連盟アジア西太平洋地区)

の執行委員会の委員として AWP regionの委員会会議、総会、学会に参加し、グロ

ーバルな視点から、理学療法士の活躍にむけた議論ならびに Webinarなどの諸活動

を行っています。 

 

内  容 

日 付 他団体 会議名 場所 

10 月 19 日 
10 月 20 日 
11 月 7 日 
11 月 22 日 
11 月 29 日 
11 月 29 日 
12 月 7 日 
 
12 月 10 日 
12 月 11 日 

 
 
 
〇 
〇 
 
 
 
〇 
〇 

第 4回 理事会 

組織運営協議会 

賛助会員企業との懇談 

JANNET 関連(障害と開発プラットフォート) 

JANNET 役員会 

日本理学療法士連盟研修会 

賛助会員懇談会 

臨時理事会・理事懇談会 

AWP地区 Webinar 

AWP地区執行委員会会議 

対面 

(欠席) 

対面 

対面 

対面 

対面 

対面 

対面 

オンライン 

オンライン 

所感 
 

10月 19日、第 4回理事会が開催されました。本会の定款 第 6章に定められている事

項のうち、以下の(1),(2)の決議を行いました。 

 

【定款第 6章 理事会の職務より】 

(１)この法人の業務執行の決定 (２)理事の職務の執行の監督 

(３)会長の選定及び解職    (４)副会長の選定及び解職 

(５)専務理事の選定及び解職  (６)常務理事の選定及び解職 

 

上記の（１）に関して、ブロック援助金、日本理学療法学会連合との著作権共有方針の

見直し、パリ オリンピック・パラリンピック 2024 に帯同した理学療法士に対して協会

がその貢献を称えること、第 62 回日本理学療法学術研修大会 開催担当、利益相反取引

の承認、被表彰者等推薦規程の改正、名誉会員規程の改正、表彰規程の改正、令和８年度



                                  

報酬改定に向けた今期・中期目標（案）および重点要望事項（案）、新入会員の承認につ

いて審議し、決議しました。 

 表彰規程の改正は継続審議、それ以外の議題は承認されました。報酬改定に関してで

すが、国民の保健、福祉の向上にむけて、会員の活躍の幅を広げられるよう、政府のみな

らず各所への働きかけが重要であると考えます。 

 

 報告事項では、前述の職務のうち「(２)理事の職務の執行の監督」として、2024 年度

実施の役員候補者選挙及び会長候補者選挙の選挙告示、実施要綱の報告、2024年度 第 2

四半期職務執行状況報告業務執行理事、2025 年度事業計画並びに予算案の概況、代議員

ネットワーク検討部会、報告書、U30・U40ネットワーク構築検討部会 活動報告、生涯学

習制度における更新要件等の見直し、OSCE実施マニュアル（部会最終版）、福利厚生制度

の拡充を目的とした保険商品導入、市区町村担当窓口の設置、会長行動録、事務局報告、

2025 年度概算要求に関する要望書の提出および公明党への政策要望、リハビリテーショ

ン専門職団体協議会における処遇改善調査の実施、2024 年飯田賞の選考結果について、

第 2 回指定規則改正３協会協議、「公益社団法人日本理学療法士協会 60 周年記念式典事

業に関する委託業務」入札結果、「公益社団法人日本理学療法士協会 60 周年記念誌制作

に関する委託業務」入札結果、協会サイトアクセス解析報告、常任理事会の会議報告につ

いて、それぞれ報告されました。 

士会活動に影響を強く与えるもの（援助金、窓口設置等）については、士会の実情に鑑

み、時間をかけて柔軟かつ十分な議論を尽くすることが大切であることを確認しました。

また一部の役員から選挙管理に関する意見もありましたが、選挙管理委員会は総会に紐

づく独立組織です。法人運営の観点からガバナンス上の問題にならぬよう、選挙管理に

対する理事会の影響力の行使については反対の立場で対応したいと考えています。 

  

同日、組織強化対策本部の会議が開催されました。討論の時間が充分にとれなかった

ことは残念ですが、協会の持続可能性に関する重要な課題について進捗を確認しました。 

 

10 月 20 日、組織運営協議会が開催されました。2025 年度事業計画、本会の政策活動

をはじめ、全国に関連する重要な意見交換がなされました。業務のため、本会議は理事と

して欠席せざるをえなかったのは残念ですが、組織運営協議会という士会長の方々との

重要な対話の機会において、より丁寧かつ慎重に進める必要があると認識しています。 

 

 11月７日、賛助会員企業と面会しました。本会会員の活躍に資する取り組みや関

連業界の動向などについて意見交換をしました。健康増進、予防などにおける取り

組みの拡大とともに、サービス提供の質向上が重要であることを再認識しました。 

 

 11月 22日、JANNET から視覚障害を持つ幹事にかわり、JICA（国際協力機構）の

障害と開発プラットフォームのイベントに参加しました。これはセミナーというよ

り、これまでの同プラットフォームの活動報告、共有や、同分野における国際協力

の今後の発展性などについて議論するなど、よりインタラクティブなものでした。

終了後には名刺交換(ハイブリッドのため対面参加者のみ)でした。障害者にかかわ

る人材開発部の部長、課長はじめ専門家の方々ともご挨拶できました。本件につい

て JANNETにも、また本会にも報告書を提出しました。 

 

11月 29 日、JANNET役員会が開催されました。JANNET役員会は監査役の監事とし

て参加しています。障害インクルーシブな国際社会を実現するための当事者、

NGO、専門職団体らの協議会である JANNETは緩やかなつながりながら、人権にかか

わる重要な取り組みをしていることが分かります。加盟団体との関係構築と情報収

集に、引き続き努めたいと思います。 

 

同日午後、日本理学療法士連盟主催の研修会に参加しました。テーマは『地域に

おけるリハビリテーション専門職活躍の期待と課題』でした。まず川越雅弘先生か



                                  

ら「理学療法士に期待される役割と課題」について、続いて大阪府大東市長の逢坂

伸子先生から「全国唯一！理学療法士の市長として地域をリハビリテーションを掲

げ、大東市長としての活動報告について」を拝聴しました。行政、企業、事業所な

どの様々な立場から理学療法士が地域で求められる将来にむけて、建設的な意見交

換がなされました。 

 

12月 7日、賛助会員懇談会が開催されました。賛助会員数は 64社（当時）です

が、合計 61 名の方がご出席されており、開催前から名刺交換や挨拶など非常に活

発なスタートとなりました。本会から 2024年度取り組み事業の紹介として、職

能・政策企画の事業、国際事業について報告しました。続いて 2025年度の事業計

画案、60周年記念事業、政策活動について報告しました。各種事業に対し具体的な

質問もあり、本会の取り組みが対外的に認知されつつある手ごたえを感じます。 

 
同日午後、臨時理事会が開催されました。本会の定款 第 6 章の職務に定められてい

ない議論をしました。 

 

【定款第 6章 理事会の職務より】 

(１)この法人の業務執行の決定 (２)理事の職務の執行の監督 

(３)会長の選定及び解職    (４)副会長の選定及び解職 

(５)専務理事の選定及び解職  (６)常務理事の選定及び解職 

 

理事会においては、ブロック援助金について議論されました。また市区町村担当

窓口の設置について報告がなされました。ブロック援助金など士会活動に強く影響

する議題については、依頼内容の時間的猶予や士会毎の事情に鑑み、慎重かつ十分

な議論が重要であること、説明者の変更もについて再確認しました。また本会の業

務執行体制及び組織体制に関する懸念事項に一定の方向性及び見解を求める件につ

いても議論されました。 

臨時理事会の後、理事懇談会が開催されました。第 61回日本理学療法学術研修

大会 in 福岡の企画案・予算案、2025 年度事業計画並びに予算案、日本理学療法学

会連合への助成金、理事会欠席理事の事前意見の取り扱いについて、意見交換をし

ました。 

もともと予定されていた会議は理事懇談会のみだったのですが、一部の理事の発

議で臨時理事会を開催する運びとなりました。また臨時理事会に追加された議題

「本会の業務執行体制及び組織体制に関する懸念事項に一定の方向性及び見解を求

める件」は、規程に照らし合わせても理事会の専決事項といえない、判断のつきづ

らいものでした。しかし、提案した理事よりどうしても提出したいという意思が強

く、議題が一つ追加されてしまい、理事会の時間が大幅に超過してしまいました。 

結果的に理事懇談会の冒頭でご説明予定だった士会の先生方を長い間、お待たせ

してしまったことは大変心苦しい限りです。 

 

12月 10 日、AWP 地区の Webinarが開催されました。今回のテーマはウィメンズ

ヘルス理学療法で、香港から Regina Leung先生、オーストラリアから Catherine 

Willis 先生に登壇いただき、自らの臨床実践や研究についてお話しいただきまし

た。専門的な質問が飛び交う、熱量あふれる Webinarとなりました。いくつかの高

所得国では、専門職が卒後に生涯学習(CPD:継続的専門能力開発)を受講することが

法定化されています。それを受けなければ、臨床実践をしてはいけないという国の

ルールなのですが、香港や台湾、ベトナム、フィリピンなど、最近はアジアの国々

においても生涯学習の法定化が進んでいます。それが原因なのか、今回は香港、フ

ィリピンからの参加者が非常に多くみられました。 

日本政府に対しても、このような他国の卒後教育の現状を報告し、理学療法士の

質の向上から、国民の保健、医療、福祉の増進へ貢献するため、国をあげた取り組



                                  

みの必要性を理解していただく必要があると考えます。例えばアメリカ理学療法士

協会は、医師が診療と比べて、理学療法士が自律した臨床実践を実施することで、

一定の疾患においては治療の費用対効果が上がったという研究をまとめたポリシー

ペーパーを発行しました。エビデンスに基づいた政策立案の重要さが認知されはじ

めた日本において、今後もデータを武器に変革を目指したいと考えています。 

 

12月 11 日、AWP 地区執行委員会会議に出席しました。会議では 9月にインドネ

シアで開催された学会の報告書・決算書、昨日の Webinar の振り返り、そして今後

の企画や、次回 AWP学会の開催などについて議論しました。次の Webinarは 2025

年 3月、環境保健の理学療法(仮)をテーマに開催する予定です。 

 

他団体事業において、例えば障害分野、国際分野の担当も行っておりますが、当

該団体と本会が Win-Winとなり、ともに業界全体を活発化していきたいと考えてい

ます。理学療法サービスが、必要な人々に届く社会になるよう、そのために理学療

法士が、適切な対価と社会的評価を得て、働き甲斐ある社会への変革につながるよ

う努めてまいります。 

 

 本会の運営についてご意見やご指摘等がございましたら、ぜひお申し付けくださ

い。メールのみならず、オンライン、お電話または対面にてお聞かせいただきたく思

います。引き続きご指導くださいますよう、何卒お願い申し上げます。 

 

報告日 2025 年 1 月 28 日 
※「他団体」に○がついている項目は、本会役員として他団体に関与しているものです。 


